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２０２３労働条件闘争 妥結概況（４月５日記者発表用） 

１． 正社員（フルタイム）組合員の妥結状況 

① 415 組合の妥結総合計（制度昇給、ベア等込）は、加重平均で 12,350 円（4.16％）であり、前年３

月末の 7,181 円（2.41％、293 組合集計）に比べ、妥結水準とともに妥結組合数も大きく上回って

いる。また、89組合で満額回答となっている。 

② 賃金体系維持が明確な 226 組合の賃金引き上げ分（ベア等）の加重平均は 7,731 円（2.54％）で

あり、前年３月末の 2,356円（0.78％、166組合集計）を大きく上回っている。 

③ 前年と比較できる 408 組合の妥結総合計（制度昇給、ベア等込）は前年を 5,728 円（1.90％）上

回っている。その中でも総合サービス部門が前年を 7,463円（2.48％）上回っている。前年と比較で

きる賃金体系維持が明確な 226 組合の賃金引き上げ分（ベア等）の分布をみると、規模にかかわ

らず約３割の組合が３％を超えている。2022 闘争で３％を超えたのは 1 組合にすぎず、2023 闘争

は前年とは次元の異なる賃金引き上げとなっている。 

④ 初任賃金は、高卒（171 組合）で 7,655 円（4.2%）・大卒（192 組合）で 10,113 円（4.7%）の引き上

げとなっている。大卒初任賃金の改定は妥結組合の約 46%にのぼり前年の３割弱（86 組合）を超え

ている。ほぼ半数の組合が、大卒で２２万円、高卒で１８万円以上の初任賃金の水準を獲得してい

る。 

⑤ 企業内最低賃金は 150組合が 7,397円(4.1%)の引き上げを獲得した。 

 

【部門別妥結状況】 

 

（２０２３年４月５日 ＵＡゼンセン／労働条件局） 

 ３月末の集計をした４月３日１０時時点で、雇用形態別には、正社員（フルタイム）組合員は 415 組合、

短時間（パートタイム）組合員は 177 組合、契約社員組合員は 51 組合が妥結した。113 万人強の組

合員の賃上げが決まった。 

 正社員組合員、短時間（パートタイム）組合員の妥結ともＵＡゼンセン結成後の２０１３年賃闘から前年ま

での水準を大きく上回る、最も高い賃上げとなっている。要求水準を引き上げ交渉したことが高い妥結水

準に結びついている。 

 正社員組合員の妥結総合計（制度昇給、ベア等込）は 12,350円（4.16％）、賃金引き上げ分（ベア等）

は 7,731円（2.54％）となっている。前回集計より若干低下しているものの、物価上昇分に見合った賃上

げへの努力が一定の成果を挙げている。 

 短時間（パートタイム）組合員の妥結総合計（制度昇給、ベア等込）は 59.2 円（5.68％）の引き上げとな

っており、３月末時点では８年連続で正社員組合員の引き上げを上回り、雇用形態間格差是正の流れ

が加速している。とりわけベア等引き上げ分については 4.74％（49.2 円）と物価上昇分を大きく超えてい

る。 

 初任賃金は、高卒（171 組合）で 7,655 円（4.2%）・大卒（192 組合）で 10,113 円（4.7%）の引き上げと

なり、改定が大きく進んでいる。 

 そのほか、労働時間改善やあらゆる就業形態における公正処遇の実現を中心として、闘争方針にもと

づき幅広く交渉が行われて成果を挙げている。 

組合数 組合数

人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％） 人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％）

全体計 415組合 14,428 5.21 11,013 3.95 226組合 9,841 3.40 6,868 2.36

製造産業部門 169組合 13,274 4.90 10,109 3.70 101組合 9,170 3.21 6,243 2.17

流通部門 146組合 15,260 5.46 11,021 3.93 66組合 10,706 3.62 7,256 2.47

総合サービス部門 100組合 15,165 5.35 12,531 4.38 59組合 10,022 3.46 7,503 2.55

全体計 391,353人 15,229 5.16 12,350 4.16 256,697人 10,205 3.36 7,731 2.54

製造産業部門 95,943人 15,178 4.92 12,905 4.16 79,594人 9,635 3.15 7,695 2.49

流通部門 234,786人 14,997 5.18 11,774 4.04 143,955人 10,400 3.44 7,757 2.56

総合サービス部門 60,624人 16,208 5.49 13,706 4.59 33,148人 10,722 3.53 7,703 2.51

妥結

総合計（制度昇給、ベア等込）引き上げの集計
賃金体系維持が明確な組合の

賃金引き上げ分（ベア等）の集計

要求 妥結 要求

単純
平均

加重
平均
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【規模別妥結状況】 

 

【部門別前年同組合比較】 

 

 

 

 

組合数 組合数

人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％） 人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％）

全体計 415組合 14,428 5.21 11,013 3.95 226組合 9,841 3.40 6,868 2.36

300人以上 226組合 15,165 5.27 11,763 4.07 135組合 10,155 3.41 7,278 2.45

300人未満 189組合 13,547 5.12 10,117 3.80 91組合 9,376 3.37 6,259 2.23

全体計 391,353人 15,229 5.16 12,350 4.16 256,697人 10,205 3.36 7,731 2.54

300人以上 369,009人 15,306 5.17 12,449 4.17 244,122人 10,248 3.36 7,784 2.54

300人未満 22,344人 13,955 5.12 10,730 3.90 12,575人 9,374 3.32 6,690 2.35

総合計（制度昇給、ベア等込）引き上げの集計
賃金体系維持が明確な組合の

賃金引き上げ分（ベア等）の集計

要求 妥結 要求 妥結

単純
平均

加重
平均

組合数 組合数

人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％） 人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％）

全体計 408組合 11,009 3.92 5,158 1.81 220組合 6,834 2.33 5,248 1.78

製造産業部門 164組合 10,059 3.67 4,342 1.56 98組合 6,186 2.14 4,817 1.66

流通部門 145組合 11,025 3.89 5,123 1.77 65組合 7,307 2.41 5,387 1.75

総合サービス部門 99組合 12,560 4.40 6,562 2.29 57組合 7,408 2.54 5,832 2.00

全体計 387,553人 12,349 4.14 5,728 1.90 250,683人 7,740 2.51 5,783 1.87

製造産業部門 92,327人 12,917 4.14 5,473 1.76 76,045人 7,630 2.46 5,769 1.85

流通部門 234,609人 11,775 4.02 5,381 1.80 141,819人 7,814 2.55 5,724 1.84

総合サービス部門 60,617人 13,707 4.59 7,463 2.48 32,819人 7,678 2.51 6,074 1.99

〈内〉賃金引き上げ分が明確にわかる組合の

賃金引き上げ分（ベア等）の集計

2023妥結 前年差 2023妥結 前年差

単純
平均

加重
平均

総合計（制度昇給、ベア等込）引き上げの集計
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２． 短時間（パートタイム）組合員の妥結状況 

① 妥結した 177組合の総合計（制度昇給、ベア等込）は加重平均で 59.2円（5.68％）の引き上げとなって

おり、正社員の 4.16％を大きく超え、３月末時点としては８年連続上回っている。また、４割弱の 66 組合

で満額回答となっている。 

② 前年と比較できる 173組合の加重平均額は 35.2円（3.35%）の増加となっている。 

③ 企業内最低賃金は 33.4 円（3.6％）の増額となっている。60 組合（約 34%）で引き上げを獲得しており、

前年の 35組合を超え、取り組みが進んでいる。 

 

【妥結状況】 

 

【前年同組合比較】 

組合数

人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％）

単純平均 177組合 64.5 6.11 52.6 4.94

加重平均 596,620人 66.3 6.37 59.2 5.68

総合計（制度昇給、ベア等込）

2023妥結2023要求

組合数

人数 額（円） 率（％） 額（円） 率（％）

単純平均 173組合 52.6 4.95 28.8 2.68

加重平均 581,208人 58.7 5.65 35.2 3.35

総合計（制度昇給、ベア等込）

妥結同組合前年比2023妥結
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２． 契約社員組合員の妥結状況 

① 妥結した 51組合の総合計（制度昇給、ベア等込）は加重平均で 9,164円（4.10％）の引き上げとなって

いる。 

② 前年と比較できる 48 組合の総合計（制度昇給、ベア等込）の加重平均は前年を 4,772 円（2.12％）上

回る。 

 

 

３． 総合労働条件の改善 

これまで継続的に取り組んできた労働時間改善やあらゆる就業形態における公正処遇の実現を中心とし
て、闘争方針にもとづき幅広く交渉が行われて成果を挙げている。 

 

労働時間 ・年間休日増（1～７日）による年間所定労働時間の短縮 元気寿司労働組合ほ

か計 10組合 

・勤務間インターバル規制時間を 11時間へ引き上げ セブン＆アイ労連 イト

ーヨーカドー労働組合 

・時間外労働が月 60時間を超えた場合の割増率を 75%に 

・７連休制度の確立（有給５日+公休２日） 

ヤマダホールディング

スユニオン 

・上期 7連休 1回(2分割取得も可)、下期 5連休 1回(2分割取得

も可)、通期 3連休 1回など連続休暇の取得推進 

関西スーパー労働組

合 

高年齢雇

用 

・定年年齢を 60歳から 65歳に引き上げ アツギ労働組合 

はせがわ労働組合 

・定年年齢を 60歳から 65歳に引上げる。退職金は 60歳時点での

金額を下回らないことを前提に、退職時までの制度を設計する 

・65 歳以降は契約社員またはパートナー社員として、70 歳まで雇用

上限を延長する 

・さらにはシニアパートナー社員（週 20 時間、半年契約）として、75

歳までの雇用を確保する 

スギ薬局ユニオン 

あらゆる就

業形態に

おける公正

処遇の実

現 

・2023 年５月に限定社員制度を廃止し、希望者全員を正社員転換

する 

ライフ労働組合 

・配偶者出産休暇を全雇用区分同一の有給特別休暇とする 全ヤオコー労働組合 

仕 事 と 生

活の両立

支援 

・看護休暇の適用範囲を 1 親等の親族まで拡大する。短時間勤務

者の適用範囲を小学生 6年生までの子を養育する者まで拡大する 

大阪ソーダ労働組合 

・介護短時間勤務制度の期間を 5 年を限度とし、3 回までの範囲で

取得できる 

関西スーパー労働組

合 

・副業・兼業、就学・資格取得の事由でも短時間勤務制度利用可能

にする 

・短時間勤務制度の介護事由の上限を延長する。既存制度(3年)に

加えて、新規制度で追加延長(プラス 5年)を可能にする 

三越伊勢丹グループ

労働組合 新潟三越

伊勢丹支部 

・不妊治療やがんなど長期治療と仕事の両立支援制度の創設 セブン＆アイ労連 イト

ーヨーカドー労働組合 

人材育成

強化 

・人材育成強化に向けた労使専門委員会を設置する イオングループ労働組

合連合会 イオンモー

ル労働組合 

障 が い 者

雇用促進

の促進 

・法定雇用率達成に向け労使担当者による協議会の実施と組合員

への研修の実施 

サイゼリヤユニオン 

・関係会社を含めた法定雇用率達成に向けた取り組みと継続的な

労使での確認 

ダスキン労働組合 

外国人労

働者 

・契約内容や就業ルールなど必要な文書の多言語化に取り組む 全ヤオコー労働組合 
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職場のハラ

スメント対

策 

・カスハラ対策として管理マニュアルに具体的対応を掲載するよう検

討・協議する 

サイゼリヤユニオン 

・顧客からのハラスメントの実態について労使で確認していく ＤＣＭグループ労働組

合連合会 ＤＣＭユニ

オン 

・カスハラ対策マニュアルを労使協議のうえ策定する イオングループ労働組

合連合会 イオンモー

ル労働組合 

CSR の取り

組み 

・2022年 8月公表の「ＤＣＭホールディングス人権方針」内にある「人権

デュー・ディリジェンスの実施」の履行状況について労使で確認する体

制を整備する 

ＤＣＭグループ労働組

合連合会 ＤＣＭユニオ

ン 

安全で健

康な職場

づくり 

・化学物質管理への法対応として、該当する化学物質の有無について

実態調査を行い、必要に応じ対策を講じる 

島忠労働組合  

・化学物質管理への法対応として、入社時、業務開始時に業務で利用

する薬剤等の使用方法等の指導を徹底する 

全ヤオコー労働組合  

・メンタル不調者への対応の整備として、心理の専門職を導入し復職に

向けた新たな取り組みを実施 

イオングループ労働組

合連合会 イオンビッグ

労働組合 

・健康経営推進として、社会保険加入者を対象にがん検診の補助な

どを 2023年度下期に導入するよう詳細を協議する 

イオングループ労働組

合連合会 イオンフー

ドサプライ労働組合 

 

以上 

【お問合せ】 

企画局 鈴木 

tel 03-3288-3520 


